
京都市地域コミュニティ活性化推進条例施行規則を公布する。 

平成２３年１２月１９日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市規則第 ４７ 号 

京都市地域コミュニティ活性化推進条例施行規則 

（連絡調整担当者の届出） 

第１条 京都市地域コミュニティ活性化推進条例第１５条第１項（同条第３項において準

用する場合を含む。）の規定による届出は，連絡調整担当者届（別記様式）により行う

ものとする。 

（審議会の会長及び副会長） 

第２条 京都市地域コミュニティ活性化推進審議会（以下「審議会」という。）に会長及

び副会長を置く。 

２ 会長は委員の互選により定め，副会長は委員のうちから会長が指名する。 

３ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

５ 会長及び副会長に事故があるときは，あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代

理する。 

（審議会の招集及び議事） 

第３条 審議会は，会長が招集する。ただし，会長及びその職務を代理する者が在任しな

いときの審議会は，市長が招集する。 

２ 会長は，会議の議長となる。 

３ 審議会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

５ 審議会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳述，説明そ

の他の必要な協力を求めることができる。 

（部会） 

第４条 審議会は，特別の事項を調査し，及び審議させるため必要があると認めるときは，

部会を置くことができる。 

２ 部会の構成員は，次に掲げる者とする。 



⑴ 会長が指名する委員 

⑵ 当該特別の事項について専門の知識を有する者のうちから市長が委嘱し，又は任命

する者 

３ 部会ごとに部会長を置く。 

４ 部会長は，第２項第１号に掲げる者のうちから，会長が指名する。 

５ 部会長は，その部会の事務を掌理する。 

６ 部会長に事故があるときは，あらかじめ部会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（部会の招集及び議事） 

第５条 部会は，部会長が招集する。ただし，部会長及びその職務を代理する者が在任し

ないときの部会は，会長が招集する。 

２ 部会長は，会議の議長となる。 

３ 部会は，前条第２項各号に掲げる者の過半数が出席しなければ，会議を開くことがで

きない。 

４ 部会の議事は，出席した前条第２項各号に掲げる者の過半数で決し，可否同数のとき

は，議長の決するところによる。 

５ 部会長は，部会の調査又は審議が終了したときは，当該調査又は審議の結果を審議会

に報告しなければならない。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は，文化市民局において行う。 

（審議会に関する補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が定める。 

附 則 

 この規則は，平成２３年１２月１９日から施行する。ただし，第１条及び別記様式の規

定は，平成２４年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



別記様式（第１条関係） 

連絡調整担当者届 

 

（宛先） 京   都   市   長 年    月    日

届出者の住所（法人にあっては，主たる

事務所の所在地） 

 

届出者の氏名（法人にあっては，名称及び代

表者名） 

 

 

 京都市地域コミュニティ活性化推進条例 

 

項 

名 称  

所 在 地  

新築工事完了（予定）年月日           年    月    日 

入居開始（予定）年月日           年    月    日 

共同

住宅 

住 戸 の 数                     戸 

 
事業者の住所及び氏名（法人にあっては，連絡調

整担当者の所属する事務所の所在地及び名称） 

連絡調整担当者の所

属，氏名及び連絡先 

新築

工事 
 

 

電話   －    

販売  
 

電話   －    

賃貸  
 

電話   －    

連絡

調整

担当

者 

管理  
 

 電話   －    

注 該当する□には，レ印を記入してください。 

（文化市民局市民生活部地域づくり推進課）

□第１５条第１項 

□第１５条第３項において準用する同条第１

の規定により届け出ます。 


